（様式第１号）
滋賀型・NT（ﾆｯﾁﾄｯﾌﾟ）企業創出支援事業

事　業　申　請　書
    年    月    日
公益財団法人滋賀県産業支援プラザ
　理事長　大道　良夫  様

（事業者名）
（代表者 職・氏名）


１ 事業者の概要
	所在地
	〒



	担当者 職・氏名
	
	設立年月
	M・T・S・H　　　年      月

	資本金

（万円）
	万円
	従業員数
（うち正社員）
	人　　　
（　　　人）
	売上高

（　年度）
	　　　　　　　万円
（営業利益　　　万円）

	業種
	

	取扱商品・サービス内容
	1 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売上シェア　　　％）

	
	2 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売上シェア　　　％）

	
	3 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売上シェア　　　％）

	セールスポイント
	

	販売ターゲット・販売戦略
	

	競合・市場など企業を取り巻く状況
	

	電話
	
	E-mail
	

	ＦＡＸ
	
	ＵＲＬ
	


２ 取引先・取引関係等
	
	取引先名（所在地）
	シェア
	取引先名（所在地）
	シェア

	販売先
	1 
	％
	4 
	％

	
	2 
	％
	5 
	％

	
	3 
	％
	6 　　　　　　他　　　社
	％

	仕入先
（県内）
	1 
	％
	4 
	％

	
	2 
	％
	5 
	％

	
	3 
	％
	6 　　　　　　他　　　社
	％

	外注先
（県内）
	1 
	％
	4 
	％

	
	2 
	％
	5 
	％

	
	3 
	％
	6 　　　　　　他　　　社
	％


3 事業実施体制・組織図
	体制・組織を図示してください

	


4 プラザ実施事業その他の利用状況（申請中・採択等状況について）
	下記の該当する項目にチェックしてください。

	□経営革新計画書　　　□滋賀県よろず支援拠点　　□各種ビジネスセミナー
□ビジネスマッチング・広域商談会　　　□省エネ診断　　　□下請かけこみ寺
□専門家派遣　　□トップランナー育成支援　　□インキュベーション施設
□外国特許出願　　　□商圏マップ　　　□経営基盤研究会　　
□起業準備者応援補助金 　　□しが新事業応援ファンド　　□創業補助金
□生産性向上支援インストラクター派遣・養成　　□IoT改革モデル事業助成金
□しが新産業創造ネットワーク　　□ものづくりIoT研究会　□プロ人材戦略拠点
□医工連携ものづくりネットワーク　　□戦略的基盤技術高度化支援（サポイン）
　
□ものづくり補助金　　□小規模事業持続化補助金　　□IT導入補助金
□地域未来牽引企業（認定）　　　□地域経済牽引事業計画　　
□省エネ設備導入補助金　　　　□スタートアップ支援補助金　
□ISO（　　　　　　　　　　　　）　　　□知財（※特許・商標等　　　　　　　）　
□受賞等（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□その他補助金・助成金（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



5事業実施計画　
	1 課題の内容（これまでの事業内容と課題を明確に示してください）

	

	2 事業計画名「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」


	【現状と５年後の目標】　
別紙１にて作成してください

	【5年以降の目指す姿】


6 年度別売上・利益計画
提出いただく直近決算書実績 + 翌期より５年分計画を記入してください。　　　　　　　（単位：千円）
	
	直近　／
	／　月期
	／　月期
	／　月期
	／　月期
	／　月期

	①売上高
（内新商品、新サービスの売上高）
	
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	
	

	③売上総利益
（①－②）
	
	
	
	
	
	

	④販売費及び
　一般管理費
	
	
	
	
	
	

	⑤営業利益
（③－④）
	
	
	
	
	
	

	⑥営業外費用
	
	
	
	
	
	

	⑦経常利益
（⑤－⑥）
	
	
	
	
	
	

	⑧人件費
	
	
	
	
	
	

	⑨減価償却費
	
	
	
	
	
	

	⑩付加価値額
（⑤＋⑧＋⑨）
	
	
	
	
	
	

	⑪県内取引
企業数
	
	
	
	
	
	


「付加価値額」：営業利益＋人件費＋減価償却費
「営業利益」：売上総利益（売上高－売上原価）－販売費及び一般管理費
【添付資料】
□会社概要　5部（概要がわかる会社案内、パンフレット等でも可）
□直近２期分の決算書を添付してください。
【確認事項】（相違なければ、□内に✓印を入れてください。）
□その他補足資料
□大企業は実質的に経営に参画していない（みなし大企業に該当しない）ことに相違ない。
※大企業が実質的に経営に参画とは、次に掲げる事項に該当する場合をいう。（交付要領第3条）
ア　発行済株式の総数または出資価額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有しているもの。
イ　発行済株式の総数または出資価額の総額の３分の２以上を大企業が所有しているもの。
ウ　大企業の役員または職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めているもの。
誓　　　　約　　　　書
私は、滋賀型・NT（ﾆｯﾁﾄｯﾌﾟ）企業創出支援事業実施要領第２条各号全てを満たすこと、本事業実施のため事務局の求める資料等の提出ならびに調査への協力すること、事業の実施にあたり滋賀型・NT（ﾆｯﾁﾄｯﾌﾟ）企業創出支援事業実施要領に従うことを誓約します。
また、私は、滋賀県が滋賀県暴力団排除条例の趣旨にのっとり、県の事務または事業から暴力団員または暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を有する者を排除していることを承知したうえで、下記の事項について誓約します。
なお、滋賀県が必要と認める場合は、本誓約書を滋賀県警察本部に提供することに同意します。
記
１ 私または自社もしくは自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。
（1） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。) 第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（2） 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（3） 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を与える目的をもって、暴力団または暴力団員を利用している者
（4） 暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するなど、直接的もしくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、または関与している者
（5） 暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
（6） 上記（1）から（5）までのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを不当に利用するなどしている者
２ １の（2）から（6）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体または個人ではありません。
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
（あて先）
公益財団法人滋賀県産業支援プラザ理事長
〔法人、団体にあっては事務所所在地〕

住　　　 　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〔法人、団体にあっては法人・団体名、代表者名〕
(ふりがな)
氏　　　　 名                                           　　　　　　   印
（代表者の生年月日）
生年月日 （明治・大正・昭和・平成）　　　年　　　月　　　日　 　　　
印








この地域中核企業育成支援事業は、中小企業地域資源活用促進事業の助成金を活用しています。


